2006年10月13日

長野県教育委員会

教育委員長　松田泰俊様

教員表彰候補者の推薦をしないことを求める申し入れ

長野県教職員組合

委員長　花岡邦明

長野県高等学校教職員組合

委員長　高村　裕

日頃、長野県教育の発展と充実のためにご尽力されていることに深く感謝申し上げます。

さて、文部科学省初等中等教育局長より9月26日付で出された「平成18年度教員表彰候補者の推薦について」という文書への対応について、私たちは長野県教育委員会に以下のように求めます。

　9月22日の文部科学省の文書によれば、この制度は「優秀な教員をほめてのばすことも重要である」という理由で小坂文科大臣（当時）が発案し、全国の約1000名の優秀教員を文科大臣が直接表彰するというもので、長野県教育委員会には18名という推薦者数が割り振られています。

文部科学省の教員表彰実施要項によれば、被表彰者は「原則としてすでに推薦者による表彰を受けていること。表彰制度を設けていない推薦者においては、表彰に準じる評価を得ていること」とあります。長野県教育委員会に表彰制度がない現状では、「表彰に準じる評価」ということが推薦の基準になると考えられますが、このような基準を設けることがきわめて困難であることは明らかです。

　学校教育において教員の果たす役割が大きいことは事実ですが、学校教育は一人の教員によって行われているものではありません。学校の教育活動は教職員どうし、学校と家庭、地域社会の協力で行われているものであり、また授業にせよ部活動にせよ子どもたちと教員の相互の関わりのなかで行われているものです。このような性格を持つ学校教育において顕著な成果を上げている教員を選び出すことは困難であるばかりか、特定の教員を表彰することは教育活動における共同と協力の関係を阻害することにつながりかねません。

　そもそも教育における成果や実績とは何かということはきわめて判断が難しいことです。すぐに目に見えるかたちで現れるものだけが教育活動の成果や実績とは言い難いことは私たちばかりでなく多くの人々が指摘しているところです。

　長野県教育委員会は教員評価を、教員の資質・能力の向上をとおして学校の教育力向上に資するものとして位置づけ、よりよい学校づくりにつながる可能性を持った制度設計をしました。教員評価検討委員会は最終報告で「開かれた協働の場を創造していくことが求められている」と述べています。このような理念に支えられた教員評価制度が試行されている長野県において、文部科学省の要請に応えて表彰候補者を推薦することはあってはなりません。長野県教育委員会の良識ある対応を求めるものです。

